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第２部
『中古建物の購入注意点やトラブルを
　　　　未然に防ぐポイントや事例など』

第１部
『人に伝わりやすい “ ものの伝え方 ”』

一般公開セミナー大盛況一般公開セミナー大盛況

総会の模様 受賞者の皆様 懇親会

放送作家・コメンテーター
野々村　友紀子 氏

深沢綜合法律事務所　弁護士
髙川  佳子 氏

宅建協会  第59回定時総会宅建協会  第59回定時総会
  保証協会高知本部  第53回定時総会  開催報告  保証協会高知本部  第53回定時総会  開催報告

　5 月 29 日、ザ クラウンパレス新阪急高知にて宅建協会・保証協会高知本部の定時総会を開催しました。
　書面によるご参加などもあり、無事に総会が成立し、全議案を原案どおり可決しました。会員の皆様にはご協力い
ただき、ありがとうございました。また、永年表彰対象者には、感謝状が矢間会長より授与されました。
　総会終了後には懇親会を開催し、多数の来賓の方々の出席をいただき盛会に終了しました。

　令和 7 年 6 月 24 日、ザ クラウンパレス新阪急高知で「一般公開セミナー」を開催しました。当日は、一般消費者
の方を含め約 250 名にご来場いただきました。
　第 1 部では、野々村友紀子氏による「 ~ 伝え方ひとつで、人生は変わる ~」 というテーマで、人に気持ちを伝える
ための提案や尊重をすることが大切であること、また、注意や断りの際にも言葉の変換をしてみることなど経験談を
交えながらユーモアあふれるお話を聞かせていただきました。「お互い様」と「おかげ様」を心掛ける大切さを認識
することができました。
　第 2 部では、全宅連でもおなじみの髙川弁護士に、「既存建物を購入する時の留意点」などを一般消費者の方にも
分かりやすいようにお話いただきました。我々会員にとっても、重要なポイントを再認識できる講演となり、大盛況
のうちに終了しました。

■議事
〔宅建協会〕 〔保証協会高知本部〕
　第１号報告　令和６年度事業報告の件 第 1 号報告　令和６年度事業報告並びに収支決算の件
　第１号議案　定款の一部改正（案）の件 　　　　　　 　監査報告
　第２号議案　令和６年度決算承認の件 第 2 号報告　令和７年度事業計画の件
　　　　　　　　監査報告 第 3 号報告　令和７年度会費並びに収支予算の件
　第２号報告　令和７年度事業計画の件 第 4 号報告　定款及び高知本部規則の一部改正について
　第３号報告　令和７年度会費並びに収支予算の件
　第４号報告　員外理事選任の件
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　高知県宅建協会では、令和４年10月から従来の法定講習に加えて、オンデマンド形式によるＷＥＢ講習も
行っております。ＷＥＢ環境があれば、受講期間内いつでも講習動画を視聴できます。
　ただし、 ・ 高知県登録であること

 ・ 申込時、有効期限が60日以上あること
 ・ 登録事項（住所・氏名・従事先等）に変更がないこと
   （変更がある場合は、申込前に必ず高知県住宅課へ届出をお済ませください）
 ・ 個人メールアドレス、書類のプリンター印刷が可能であることが条件になります。

ＷＥＢ講習 座学講習
特　　徴 都合の良い時間帯に受講可能 講習会場への来場
受講期間 受講開始日より４週間 講習日に会場で講義映像を視聴
受付期間 毎月初旬締め（詳しくはお問合せください） 申込受付期間内

申込方法 高知県宅建協会のＨＰよりお申込ください 必要書類を高知県宅建協会まで簡易書留にて郵送
受講料

支払い方法
クレジットカード決済（即日）又はコンビニ
エンスストアでのお支払い（３日以内） 銀行振込

宅建士証交付 受講申込から概ね２カ月後 講習終了後、即日交付

詳しくは高知県宅建協会ホームページをご確認ください。
法定講習ページ　　https://www.823-2001.com/koshu.html

ＷＥＢ講習と座学講習の違い

ＷＥＢ講習を実施しています

令和7年度　宅建士法定講習開催日程（会場：高知会館）

『法定講習会』

≪DVD 視聴による座学講習≫
開催予定日 申込受付期間 対象者（有効期限）

第１回 令和7年  ７月１7日（木） 令和７年６月２日～６月６日  令和7年７月１7日～令和8年１月１6日 
第２回 令和7年１１月１3日（木） 令和７年10月6日～１０月10日 令和7年１１月１3日～令和8年５月12日
第３回 令和8年  ３月１2日（木） 令和８年２月２日～２月６日 令和８年３月１２日～令和８年９月１１日

※受付期間は、変更になる場合がありますので、事前にお問合せください。

　毎週火曜日・金曜日の午後1時から4時まで、高知県宅建会館で『不動産に関する無料相談』を行っています。
宅地建物取引に関わるトラブルや疑問などお気軽にご相談下さい。毎月第1・第
3金曜日は弁護士相談（午後1時から3時まで）も実施しています。
　なお、地区相談も下記のとおり開催を予定しています。詳しくは協会までお問
合せください。8月12日（火）の相談は休業いたします

【定期相談会場・お問合せ】
公益社団法人　高知県宅地建物取引業協会　　
公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会高知本部
住所：高知市上町1丁目9番1号 高知県宅建会館  電話：088-823-2001

開催日 会　場
9月11日（木） 幡多地区無料相談会 しまんとぴあ

10月 香美地区無料相談会 未定
11月23日（日・祝） 空き家・空き地無料相談 東洋電化中央公園北側　帯パラ広場

12月 須崎地区無料相談会 未定
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盛土規制法 施行について

○ 令和５年５月２６日に「宅地造成及び特定盛土等規制法」が施行されました。（通称：盛土規制法）
○ 盛土規制法は、盛土等に関する工事を規制する区域を指定したのち、法律に基づく規制が開始されます。
○ 高知県では、県内全域※を規制区域に指定し、令和7年４月１日から、規制が開始されました。 
　　※中核市である高知市においては、高知市が区域指定し、令和７年４月１日から規制開始。
○ 規制区域内では、過去の盛土も含めて、土地所有者等がその土地を安全な状態に維持する必要があります。

規制が始まりました！

高知県
イメージキャラクター
くろしおくん

●宅地を造成するための盛土・切土　●残土処分場における盛土・切土　等
●ストックヤードにおける土石の仮置き　等

※：「崖」とは，地表面が水平面に対し30 度を超える角度をなす土地で、硬岩盤（風化の著しいものを除く）以外のものをいいます。
※２：盛土又は切土を行う前後の地盤面の標高差が50cm以下の部分を除く。

①許可申請前
・県への事前相談
・土地の所有者等全員の同意
・周辺住民への事前周知

・許可基準への適合
・都道府県知事等の許可

・現場での標識掲出
・定期報告、中間検査

・完了検査

※都市計画法に基づく開発許可を受けて行われる工事については、盛土規制法の許可を受けたものとみなされ、③が適用
されます（みなし許可）。

②許可申請・許可 ③工事着手 ④工事完了

無許可で盛土等を行った場合などは罰則の対象
となります。（最大で懲役3年以下・罰金１千万円

〈土地の形質の変更（盛土・切土）〉
〈一時的な土石の堆積〉

　許可若しくは届出をしたときには、下記の事項を県都市計画課のＨＰで公表します。
①工事主の氏名又は名称　　②宅地造成等に関する工事が施行される土地の所在地　
③宅地造成等に関する工事が施行される土地の位置図　　④工事の許可年月日（工事の届出年月日）及び許可番号　
⑤工事施行者の氏名又は名称　　⑥工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日　
⑦盛土若しくは切土の高さ又は土石の堆積の最大堆積高さ　　⑧盛土若しくは切土をする又は土石の堆積を行う土地の面積　
⑨盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量

※2

※2

※2

※2

以下、法人に対しては最大3億円以下）

例えば・・・
例えば・・・

許可申請前から工事完了までの流れ許可申請前から工事完了までの流れ許可申請前から工事完了までの流れ許可申請前から工事完了までの流れ

許可・届出対象となる盛土等の規模許可・届出対象となる盛土等の規模許可・届出対象となる盛土等の規模許可・届出対象となる盛土等の規模

注意注意注意注意

許可・届出情報の公表許可・届出情報の公表許可・届出情報の公表許可・届出情報の公表

令和7年4月1日から高知県全域で
一定規模以上の盛土・切土・一時的堆積を行う場合は
事前に許可または届出が必要となります！

令和7年4月1日から高知県全域で
一定規模以上の盛土・切土・一時的堆積を行う場合は
事前に許可または届出が必要となります！
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道路種別が高知市ホームページより閲覧できるようになりました
～高知市公式ホームページより抜粋～

　本地図は、建築基準法上の道路種別について参考図として公開するものです。後日、必ず建築指導課窓口に備
え付けの行政道路台帳図をご確認ください。

  利用上の注意事項
1. 本地図の情報は，建築基準法上の道路種別のみを表示した参考図であり，道路の幅員，境界位置及び始終

端位置等の道路形状を示すものではありません。
2. 本地図は，地図作成上の誤差を含んでおります。
3. 本地図背景に利用した地図は，最新の情報ではないため，現地と異なる場合があります。
4. 道路として表示された路線でも現に存在しないもの，道路種別の表示されていない道など不明な点がある

場合には，建築指導課窓口でご確認をお願いします。
5. 本地図は内容を証明するもの，権利や義務の発生するもの及び不動産取引のための資料としてはご利用い

ただけません。
6. 本地図の情報は，営利目的で利用することはできません。
7. 本地図の利用により発生する直接または間接の損失及び損害等について，一切の責任を負いません。
8. 本地図の全部または一部を複製し，利用することを禁じます。
9. ご利用者のパソコンの環境により不鮮明になる場合があります。
　※上記内容をあらかじめご了承の上、ご利用ください。

高知都市計画図・索引図（国土基本） 建築基準法上の道路種別
法第42条第1項第1号
の道路（1項1号道路） 道路法による道路（国道、県道、市道）

幅員
4ｍ以上

法第42条第1項第2号
の道路（1項2号道路） 開発行為，土地区画整理事業等による道路

法第42条第1項第3号
の道路（1項3号道路） 基準時（注1）から存在する道

法第42条第1項第4号
の道路（1項4号道路）

2年以内に事業が執行される予定のものとして
特定行政庁が指定したもの

法第42条第1項第5号
の道路（1項5号道路）

土地所有者等が築造する道で、特定行政庁か
らその位置の指定を受けたもの（位置指定道
路）

法第42条第2項の道路
（2項道路）

基準時に現に建築物が立ち並んでいる道で、
特定行政庁が指定したもの（注 2）

幅員
4ｍ未満法第42条第2項の道路

4ｍ未満（3項に基づく水
平距離の指定）

2 項道路のうち、土地の状況に因りやむを得ない
場合において、特定行政庁が中心線または片側の
道路境界線からの水平距離を個別に指定したもの

（注 2）2 項道路のセットバック

　2 項道路に接している敷地で建築する場合は、道路境界に位置する建築物，門，塀などは，基準時の道の中心
線から2ｍまたは片側の道路境界線から一方に4ｍの位置を道路の境界とみなし，その境界まで後退（セットバッ
ク）が必要となります。

　 このページに関するお問い合わせ先　　建築指導課直通　Tel：088-823-9470  Fax：088-823-9454
　 〒 780-8571　高知市本町 5 丁目 1-45　本庁舎 5 階 509 窓口
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確認申請制度の改正にあたり 
宅建業者が気をつけるべき点について

文・吉野 荘平（株式会社ときそう代表取締役）

1．確認申請制度の改正による問題点

（1）確認申請不要で建築した建物の場合
　これまで都市計画区域外において確認申請が必要

）」法「、下以（法準基築建の前正改、は物築建造木な
6条1項2号によれば階数が3以上や延べ面積500㎡
を超えるものなど、大規模な建築物に限られていま
した。令和7年4月1日から地域や構造に関係な
く、階数が2以上または延べ面積200㎡を超える場
合は、確認申請が必要になります。
　この改正により不動産取引に与える影響は、既存
建物を増改築したり、大規模な修繕や模様替えをし
たりする場合（以下、「増改築等」）、確認申請が不
要で建築された2階建てや200㎡を超える既存の

木造建築物は建築基準関係規定に適合すること
を証明するものがなく、建築確認を受けられな
い可能性があるという点です。

（2）法6条1項4号で建築した建物の場合
　改正によって増改築等が困難となる既存建物は、
これまで確認不要であった木造建築物に限りませ
ん。都市計画区域内では、小規模な建築物であって
も原則として確認申請が必要ですが（法6条1項4
号、以下「4号建築物」）、4号建築物はこれまで構
造計算をはじめとする構造等の安全性について審査
が省略されてきました。改正法施行によって、4号
建築物も原則として構造関係について審査されるこ
とになります。

　特に木造建築物の構造計算につ
いては、改正前では延べ面積が
500㎡を超える場合か、3階建て
以上の場合に限られていました
が、改正により2階以下の場合も
延べ面積が300㎡を超える場合は
すべて構造計算が必要になりま
す。構造計算が不要で確認申請を
受けた2階建て以下の木造建築物
で300㎡を超え500㎡以下の木
造4号建築物は、構造計算書が
ないため増改築等が困難にな
ることが考えられます。
　また、2階建てで300㎡以下の
木造建築物であっても、改正法施
行後はそれまで確認申請にあたり

図表1　確認申請に必要な提出図書
【構造計算の場合】 【仕様規定の場合】

共通 共通
付近見取図
配置図
各階平面図
床面積求積図

2面以上の立面図
2面以上の断面図
地盤面算定表
構造詳細図

付近見取図
配置図
各階平面図
床面積求積図

2面以上の立面図
2面以上の断面図
地盤面算定表
構造詳細図

（添付省略）
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（出典・国土交通省説明資料より）

不要であった一定の図書（仕様表等）の提出が必要
になります（図表1の右側を参照）。これまで図書
の提出が不要であったことから書類が作成されてい
ない建築物も見られ、このような木造建築物も必
要書類がないため増改築等が困難になることも
予想されます。

2．気をつけるべき物件の種類と対応策

（1）気をつけるべき物件の種類
　このように令和7年4月1日から施行される確認
申請制度の改正によって既存建物の増改築等ができ
ず、購入者とトラブルになることが予想されます。
このため、前述した建物を取引する場合は、増改築
等ができない可能性があることを重要事項説明で告
げておく必要があります。
　以上をまとめると取引にあたり気をつけるべき物
件は図表2のとおりとなり、これらの物件は改正に
よって確認申請の対象となるかどうかを確認するこ
とが必要になります。

図表2 確認申請制度の改正により検討が必要となる
物件と確認すべき事項

検討が必要な物件 確認すべき事項

①確認申請が不要で建築した
既存の木造建築物 増改築等にあたり確認申請が

必要かどうか（階数2以上ま
たは延べ面積200㎡を超える
かどうか）②法6条1項4号で建築した

既存の建築物

（2）対応策
　既存建物の増改築等の可否の調査にあたっては、
売主や建築会社に設計図書や仕様規定書の保存を事
前に確認しておきましょう。改正後に必要となる提
出書類はこれら図書にありますので、もしこれらが
保存されていない場合や、そもそも作成されていな
い場合は、特約容認事項を記載し相手方へその旨を
説明してください。前述2の図表2に分けて、以下
に例文を掲載しました。

①確認申請を受けていない既存の木造建築物を
取引する場合

図表3　特約容認事項例（その１）

１ 本件建物は（準）都市計画区域外にあるた
め、新築時は確認申請不要でしたが、2025年
4月に施行予定の改正建築基準法が施行される
と、増改築（大規模な修繕・模様替えを含む、
以下「増改築等」といいます。）をする時は確
認申請が必要になります。

２ 売主等に新築時の設計図書の有無を確認した
ところ、構造計算等に関する図書は保管され
ていませんでした。このため本物件は適法性
を証明するものがなく、増改築等が困難にな
ることが予想されます。

３ 買主は増改築等ができない可能性があること
を容認し、この点に関して売主に対し契約不
適合責任を問わないことを確認しました。

②法6条1項4号で建築し、仕様規定書しかな
い（または図書もない）既存の建築物を取引
する場合

　4号特例で確認を受けた建物については、増改築
にあたり、①構造計算が必要となる場合と、②仕様
規定でよいが既存建物に関する図書が保存、または
作成されていない場合とが考えられます。

図表4　特約容認事項例（その２）

１ 本件建物は、2025年4月に施行予定の改正建
築基準法の施行前に建築された建築物です
が、改正前建築基準法第6条第1項第4号の特
例により一部審査制度が省略されていたた
め、構造計算等に関する図書がありません(又
は、売主等に確認したところ設計図書は保存
されていません）。

２ 本件建物は改正建築基準法では第6条第1項第
2号に該当し審査省略制度の対象外となるた
め、本件建物を増改築（大規模な修繕・模様
替えを含む、以下「増改築等」といいます。）
をする時は、改正建築基準法の適合性が審査
され設計図書の提出を求められる可能性が高
く、提出できない場合には本件建物の増改築
等が困難になることが予想されます。

３ 買主は増改築等ができない可能性があること
を容認し、この点に関して売主に対し契約不
適合責任を問わないことを確認しました。

　上記の特約容認事項例は、全宅連ハトサポ「特
約・容認事項文例集」に掲載されています。ハトサ
ポには売主が宅建業者の場合の文例も掲載されてい
ますので、ご参照のうえ重要事項説明書に記載し説
明されてください。

　令和7年4月1日から建築基準法の確認申請制度が大きく変わりました。確認申請制度は宅建業法
35条の重要事項説明ではありませんが、一定の既存建物の増改築や大規模な修繕、模様替えができな
くなり、告知しておかないとトラブルになることが予想されます。本稿では確認申請制度の改正にあ
たり、宅建業者としての留意点を整理しました。
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確認申請制度の改正にあたり 
宅建業者が気をつけるべき点について

文・吉野 荘平（株式会社ときそう代表取締役）

1．確認申請制度の改正による問題点

（1）確認申請不要で建築した建物の場合
　これまで都市計画区域外において確認申請が必要

）」法「、下以（法準基築建の前正改、は物築建造木な
6条1項2号によれば階数が3以上や延べ面積500㎡
を超えるものなど、大規模な建築物に限られていま
した。令和7年4月1日から地域や構造に関係な
く、階数が2以上または延べ面積200㎡を超える場
合は、確認申請が必要になります。
　この改正により不動産取引に与える影響は、既存
建物を増改築したり、大規模な修繕や模様替えをし
たりする場合（以下、「増改築等」）、確認申請が不
要で建築された2階建てや200㎡を超える既存の

木造建築物は建築基準関係規定に適合すること
を証明するものがなく、建築確認を受けられな
い可能性があるという点です。

（2）法6条1項4号で建築した建物の場合
　改正によって増改築等が困難となる既存建物は、
これまで確認不要であった木造建築物に限りませ
ん。都市計画区域内では、小規模な建築物であって
も原則として確認申請が必要ですが（法6条1項4
号、以下「4号建築物」）、4号建築物はこれまで構
造計算をはじめとする構造等の安全性について審査
が省略されてきました。改正法施行によって、4号
建築物も原則として構造関係について審査されるこ
とになります。

　特に木造建築物の構造計算につ
いては、改正前では延べ面積が
500㎡を超える場合か、3階建て
以上の場合に限られていました
が、改正により2階以下の場合も
延べ面積が300㎡を超える場合は
すべて構造計算が必要になりま
す。構造計算が不要で確認申請を
受けた2階建て以下の木造建築物
で300㎡を超え500㎡以下の木
造4号建築物は、構造計算書が
ないため増改築等が困難にな
ることが考えられます。
　また、2階建てで300㎡以下の
木造建築物であっても、改正法施
行後はそれまで確認申請にあたり

図表1　確認申請に必要な提出図書
【構造計算の場合】 【仕様規定の場合】

共通 共通
付近見取図
配置図
各階平面図
床面積求積図

2面以上の立面図
2面以上の断面図
地盤面算定表
構造詳細図

付近見取図
配置図
各階平面図
床面積求積図

2面以上の立面図
2面以上の断面図
地盤面算定表
構造詳細図

（添付省略）
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（出典・国土交通省説明資料より）

不要であった一定の図書（仕様表等）の提出が必要
になります（図表1の右側を参照）。これまで図書
の提出が不要であったことから書類が作成されてい
ない建築物も見られ、このような木造建築物も必
要書類がないため増改築等が困難になることも
予想されます。

2．気をつけるべき物件の種類と対応策

（1）気をつけるべき物件の種類
　このように令和7年4月1日から施行される確認
申請制度の改正によって既存建物の増改築等ができ
ず、購入者とトラブルになることが予想されます。
このため、前述した建物を取引する場合は、増改築
等ができない可能性があることを重要事項説明で告
げておく必要があります。
　以上をまとめると取引にあたり気をつけるべき物
件は図表2のとおりとなり、これらの物件は改正に
よって確認申請の対象となるかどうかを確認するこ
とが必要になります。

図表2 確認申請制度の改正により検討が必要となる
物件と確認すべき事項

検討が必要な物件 確認すべき事項

①確認申請が不要で建築した
既存の木造建築物 増改築等にあたり確認申請が

必要かどうか（階数2以上ま
たは延べ面積200㎡を超える
かどうか）②法6条1項4号で建築した

既存の建築物

（2）対応策
　既存建物の増改築等の可否の調査にあたっては、
売主や建築会社に設計図書や仕様規定書の保存を事
前に確認しておきましょう。改正後に必要となる提
出書類はこれら図書にありますので、もしこれらが
保存されていない場合や、そもそも作成されていな
い場合は、特約容認事項を記載し相手方へその旨を
説明してください。前述2の図表2に分けて、以下
に例文を掲載しました。

①確認申請を受けていない既存の木造建築物を
取引する場合

図表3　特約容認事項例（その１）

１ 本件建物は（準）都市計画区域外にあるた
め、新築時は確認申請不要でしたが、2025年
4月に施行予定の改正建築基準法が施行される
と、増改築（大規模な修繕・模様替えを含む、
以下「増改築等」といいます。）をする時は確
認申請が必要になります。

２ 売主等に新築時の設計図書の有無を確認した
ところ、構造計算等に関する図書は保管され
ていませんでした。このため本物件は適法性
を証明するものがなく、増改築等が困難にな
ることが予想されます。

３ 買主は増改築等ができない可能性があること
を容認し、この点に関して売主に対し契約不
適合責任を問わないことを確認しました。

②法6条1項4号で建築し、仕様規定書しかな
い（または図書もない）既存の建築物を取引
する場合

　4号特例で確認を受けた建物については、増改築
にあたり、①構造計算が必要となる場合と、②仕様
規定でよいが既存建物に関する図書が保存、または
作成されていない場合とが考えられます。

図表4　特約容認事項例（その２）

１ 本件建物は、2025年4月に施行予定の改正建
築基準法の施行前に建築された建築物です
が、改正前建築基準法第6条第1項第4号の特
例により一部審査制度が省略されていたた
め、構造計算等に関する図書がありません(又
は、売主等に確認したところ設計図書は保存
されていません）。

２ 本件建物は改正建築基準法では第6条第1項第
2号に該当し審査省略制度の対象外となるた
め、本件建物を増改築（大規模な修繕・模様
替えを含む、以下「増改築等」といいます。）
をする時は、改正建築基準法の適合性が審査
され設計図書の提出を求められる可能性が高
く、提出できない場合には本件建物の増改築
等が困難になることが予想されます。

３ 買主は増改築等ができない可能性があること
を容認し、この点に関して売主に対し契約不
適合責任を問わないことを確認しました。

　上記の特約容認事項例は、全宅連ハトサポ「特
約・容認事項文例集」に掲載されています。ハトサ
ポには売主が宅建業者の場合の文例も掲載されてい
ますので、ご参照のうえ重要事項説明書に記載し説
明されてください。

　令和7年4月1日から建築基準法の確認申請制度が大きく変わりました。確認申請制度は宅建業法
35条の重要事項説明ではありませんが、一定の既存建物の増改築や大規模な修繕、模様替えができな
くなり、告知しておかないとトラブルになることが予想されます。本稿では確認申請制度の改正にあ
たり、宅建業者としての留意点を整理しました。
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最近の裁判例から  　⑽ −更新料とハウスクリーニング特約−

賃借人が退去時に清掃費用を負担する特約は有効だが、更新料支払
い義務はないとして、賃借人の敷金返還請求が一部認められた事例

￨8￨　宅建こうち　夏号 宅建こうち　夏号　￨9￨

　賃貸マンションを退去した賃借人が、更新料お
よび室内・エアコン清掃費用の支払い義務を負わ
ないとして、賃貸人に敷金の返還を求めた事案に
おいて、室内・エアコン清掃費用を賃借人が負担
する特約は有効であると認められた一方、契約更
新はなかったとして更新料の支払い義務は否定さ
れ、請求の一部が認容された事例

　1　事案の概要

　令和元年 9 月、X（原告・賃借人・個人）は、
都内の分譲マンションの 1 室（本物件）について、
Y（被告・賃貸人・個人）との間で、概要以下の
内容の賃貸借契約（本契約）を締結し、X は本物
件の引渡しを受けた。
《契約概要》
期間：令和元年 9 月 14 日～令和 3 年 9 月 13 日
賃料・管理費：月額計 18 万 5000 円
敷金：17 万 3000 円
特約：①更新料は新賃料の 1 ヶ月分とし、法定

更新・合意更新を問わず賃借人は賃貸人へ支払
う。（本件更新料特約）

②退去時に賃貸人が指定する専門業者による室内
清掃費用（4 万 8600 円）とエアコン清掃費用（退
去時実費精算）を賃借人は負担する。（本件清掃
費特約）

16 条：賃借人は、契約期間中に本契約を解約する
場合、解約日から 1 か月前（予告期間）までに
賃貸人に書面にて申し入れる。解約の申入れが

予告期間に満たない場合、乙は 1 か月分の賃料
及び管理費を空室損料（違約金）として、賃貸
人に支払う。なお、賃借人は当該空室損料を支
払うことにより、直ちに本契約を解約すること
ができる。

17 条：賃借人は、本契約の期間満了に伴い本契約
を終了する場合、満了日から 1 か月前までに賃
貸人に対し書面にて申入れる。

　令和 3 年 8 月、 X は Y に 9 月分の賃料・管理
費（1 か月分）を支払った後、翌月 5 日に Y に対
して、退去予定日を同月 30 日として本契約を解
約する旨の書面による申入れをし、同年 10 月 3
日に本物件を明け渡した。
　その後、X は Y に対して預託していた敷金の返
還を求めたところ、Y は X に、本契約が法定更新
されたことによる更新料と室内・エアコン清掃費
用に敷金は充当され、返還すべきものはない旨を
回答した。
　これに対して X は、同年 11 月、本契約は法定
更新されておらず更新料の支払い義務はない、本
件清掃費特約のうち室内清掃費用は不合理なもの
であり、エアコン清掃費用については金額の明記
もなく無効であるとして、10 月 5 日までの日割の
賃料・管理費（計 2 万円余）を敷金から控除した
残額（14 万円余）の支払いを Y に求めて提訴した。
　令和 4 年 2 月、原審で X の請求を全て棄却する
判決が言い渡され、X が控訴した。

〔（一財）不動産適正取引推進機構発行「RETIO № 137」より転載〕
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　2　判決の要旨

　裁判所は、概要次のとおり判示し、原判決を取
消し、X らの請求の一部を認容した。（更新料を
敷金から控除することの可否）
　Y は本契約第 17 条に定められた本契約を更新
しない旨の通知を X がしていないため、本契約は
法定更新された旨を主張する。
　しかしながら本契約第 16 条で、契約期間中の
解約につき、解約日の 1 か月前までに書面で申入
れをするとしながら、解約の申入れが予告期間に
満たない場合には、賃借人が 1 か月分の賃料及び
管理費相当額の空室損料を支払うべき旨も定めて
いる。また、これに基づく賃借人の解約権の行使
ができる期間も限定されておらず、X は、期間満
了日の 1 か月前の経過後でもこの解約権を行使す
ることができると解すべきで、X は、これに基づ
く解約申入れをしたものと認められる。
　X は、退去予定日を本契約の期間満了日後とし
ているが、これは、契約期間満了日をもって本契
約を解約することとし、既に賃料を支払った期間
につき、本物件の明渡しの猶予を求めるものであ
ると解され、Y は X の退去予定日に関して特段の
異議を述べていない。
　そうすると、本契約が更新されることなく終了
することは明らかであり、X が Y に対して本件更
新料特約に基づく更新料支払債務を負うことはな
いというべきである。ただし、X は Y に対し、退
去日までの空室損料として、2 万余の支払債務を
負う。
（室内・エアコン清掃費用）
　Xは、本件清掃費特約が無効である旨主張する。
しかしながら、建物の賃借人に賃貸借において生
ずる通常損耗についての原状回復義務を負わせる
特約は、賃借人が補修費用を負担することになる
通常損耗の範囲が賃貸借契約書の条項自体に具体
的に明記されているか、賃貸人が口頭により説明
し、賃借人がその旨を明確に認識して、それを合
意の内容としたものと認められるなど、その旨の
特約が明確に合意されている場合には有効となる

と解される（最判平成 17.12.16 RETI064-58）。
　本件清掃費特約は、賃借人が補修費用を負担す
ることになる通常損耗の範囲を契約書の条項自体
に具体的に明記していたということができる。な
お、エアコン清掃費用は金額を特定してはいない
が、その対象を特定して計算方法（実費精算）を
明記していることに鑑みれば、金額が特定されて
いないことをもって、無効となるものではない。
（結論）
　よって、敷金から空室損料と室内・エアコン清
掃費用（計 10 万円余）を控除した 7 万円余りに
ついて X の請求を認容する。

　3　まとめ

　当機構に寄せられる電話相談においても、「金
額の記載がない室内清掃費用負担の特約は無効で
はないか」といったものや「契約期間満了直後に
明渡した場合でも更新料の支払いが必要か」とい
ったものも見受けられることから、情報提供の一
環として本事例を紹介するものである。
　本事例で判示されている通り、清掃費用につい
ては、契約書に金額の明記がなくても必ずしもそ
れが無効になるとは言えないものであろう。
　また、契約期間満了直後に明渡した場合の更新
料支払いの要否について、原審では支払い義務が
認められていることからしても一概に言えるもの
ではなく、契約の定めについてどのように解釈さ
れるかによるものと考えられ、弁護士等の専門家
に相談する必要があるものであろう。

（調査研究部主任研究員）

※室内やエアコンの清掃費用等の金額が明記されていない特
約は、インターネット上で無効になる可能性がある等の記載
があり、退去時のトラブル防止の為には、
契約時に標準的な清掃費用を明
記したほうが望ましいと思
います。
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〝海〝海とと魚魚ののまち〟まち〟
  釣りバカシティ SUSAKI  釣りバカシティ SUSAKI

須崎市は、2021年から豊かな自然を強みに地域創生を目指す『海のまちプロジェクト』に取り組んでいます。須崎市は、2021年から豊かな自然を強みに地域創生を目指す『海のまちプロジェクト』に取り組んでいます。
この「海のまちプロジェクト」で開催されたシンポジウムで、 定年退職を機に高知に移住された、 漫画『釣りバカ日誌』（小この「海のまちプロジェクト」で開催されたシンポジウムで、 定年退職を機に高知に移住された、 漫画『釣りバカ日誌』（小
学館刊）の初代編集者で、主人公「ハマちゃん」のモデルでもある黒笹さんが、釣りがさかんで魚種も多い須崎市の特徴を学館刊）の初代編集者で、主人公「ハマちゃん」のモデルでもある黒笹さんが、釣りがさかんで魚種も多い須崎市の特徴を
生かし、「世界一釣り人に優しいまちを目指しましょう」と提案されました。生かし、「世界一釣り人に優しいまちを目指しましょう」と提案されました。
これを機に、須崎市と黒笹さんを中心に構想を練りあげ、2023年11月に「釣りバカシティ」が宣言されました。これを機に、須崎市と黒笹さんを中心に構想を練りあげ、2023年11月に「釣りバカシティ」が宣言されました。

初めての方でも初めての方でも
大歓迎です。大歓迎です。
タイラバ・筏・堤防釣り体験では、釣り具タイラバ・筏・堤防釣り体験では、釣り具
やライフジャケットのレンタルがあります。やライフジャケットのレンタルがあります。
スタッフのサポートもあり、スタッフのサポートもあり、
どなたでも安心してご参どなたでも安心してご参
加できます。加できます。
※タイラバとはタイを釣るため※タイラバとはタイを釣るため
　の疑似餌（ルアー）の略称。 　の疑似餌（ルアー）の略称。 

市民全員が釣りバカ。世界一、釣り人にやさしいまちを目指します

釣り大好きスタッフがお待ちしてます
保育士の経験を
生かし、子供に
もっと釣りを
楽しませたい
愛知県出身の
三輪大司さん

「釣りバカシティ」
を盛り上げる。
釣りが大好きで、
関東から高知に
移住した
松平愛奈さん

砂地の水深60m。
比較的浅いところ
に、白甘鯛などが
多く生息しゆうよ。

須崎は港から船で
20〜30分のところ
に釣りのポイントが
あるきね。

野見湾があって1年
を通じて波が穏や
かで、天気に左右
されにくいよね。

釣りバカ大会 開催実績釣りバカ大会 開催実績
釣りバカ大会 ファミリー釣りフェスタ
■期間／2024年10月27日（日）  ■定員／各20〜50人
■参加費／各500〜3,000円（保険込）
　家族参加の場合、高校生以下無料！

釣りバカ大会  グレ
■期間／2025年1月19日（日）　■定員／30人
■参加費／5,600円（保険込）
■賞／10万円相当景品・参加賞

釣りバカ大会  タイラバテンヤ
■期間／2025年5月18日（日）　■定員／35人
■参加費／9,000円（保険込）
■賞／部門賞・参加賞

■イベント・大会に関するお問い合わせ
須崎市役所プロジェクト推進室　釣りバカプロジェクト
〒785-0031　高知県須崎市山手町 1-7　

☎ 0889-42-1256

第
３
回

第
２
回

第
１
回
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アカメアカメ釣釣りり体験体験
【インストラクター同行】

5月12日〜10月31日
■ 料金／大人お一人様 25,000円
　　 　　　（子供同額）

家族家族でで筏釣筏釣りり
【インストラクター同行】

３月２０日〜１０月３１日
■ 料金／親子４名様 20,000円
　　 　　最少催行人員４名

清流清流でで川釣川釣りり
【川釣りモニター体験！】

７月７日〜８月３１日
■ 料金／大人（中学生以上）　無料

投投げげ釣釣りり体験体験
【希望者は地元ガイドが同行】
日帰りツアー
■ 料金／大人お一人様 1,100円
　　 　（エサは含みません）
　　　　※釣具一式を貸し出します

釣りバカシティ 誕生のきっかけは、
〝ハマちゃん〟だった

黒笹 慈幾さんのプロフィール
1950 年、東京都生まれ。
小学館入社。

『釣りバカ日誌』の主人公・浜ちゃん
のモデルになる釣り好き人間。
2012 年に高知市へ移住。

「南国生活技術研究所」代表。

釣りは魔法のコミュニケーションツール
釣りは友達作りが得意です。言葉の壁も、年齢の差も、社会的立
場や収入の違いも、時には国境さえも軽々と飛び越えて友達同士
にしてしまう魔法の力を秘めています。釣りバカシティ宣言は「釣
りの魔法」で須崎市民全員を友だちにし、須崎市の家庭に幸せと
笑いを届けるプロジェクトです。

「釣りバカ日誌」やまさき十三・北見けんいち／小学館ビックコミックオリジナル連載中

釣りバカシティ須崎では、須崎沖の「磯釣り」「筏釣り」「船釣り」の釣果やイベント情報の発信を行っています。

手ぶらで
体験OK！

お申し込み・
お問い合わせは
こちらから→

日
本
三
大
怪
魚

〒785-0001
高知県須崎市原町1-9-11
☎ 0889-40-0315

土佐の清流 
新荘川



（令和7年4月21日）
① 北地区
② （1）3064

③ （同）Ever

④ 永
な が お

尾　行
こ う い ち

一

⑤ 高知市新本町2丁目13-60-305

⑥ 永
な が お

尾　行
こ う い ち

一（4728）
⑦ 080-3926-1733/なし

（令和7年5月22日）
① 中央東地区
② （1）3027

③
㈱ ホームイン 
ホームイン
不動産

④ 堀
ほ り か わ

川　雄
ゆ う せ い

生

⑤ 高知市南御座1-26-1F

⑥ 堀
ほ り か わ

川　雄
ゆ う せ い

生（大阪120937）
⑦ 088-885-2602/なし

（令和7年2月20日）
① 東地区
② （1）3061

③ ㈱ 土居工務店

④ 土
ど い

居　敏
と し お

夫

⑤ 高知市高須本町８番３号

⑥ 土
ど い

居　祐
ゆ う じ

滋（3613）
⑦ 088-884-1771/088-884-1775

（令和7年4月21日）
① 仁淀地区
② （1）3065

③ ㈲K.カンパニー

④ 木
き や ま

山　卓
すぐる

⑤ 吾川郡いの町枝川6248

⑥ 田
た べ

部　真
し ん の す け

之介（5083） 
⑦ 088-892-5693/088-892-5691

入会承認日

① 地区名
② 免許番号

③ 商　号

④ 代表者（支店長：政令使用人）

⑤ 事務所所在地

⑥ 専任宅建士（登録№）

⑦ TEL ／ FAX
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【退会者】	 （届出順）

【新入会者のご紹介】	

地区名 免許№ 商号 代表者 資格喪失日
須　崎 2959 信栄不動産 甲把　優人 2025/3/21
安　芸 2037 野村不動産 野村　　勉 2025/3/  8
高吾北 2958 小田不動産 小田　正明 2025/4/28
中央西 723 （株）岡﨑不動産 岡﨑　良仁 2025/4/30

会 員 異 動 の お 知 ら せ

　一般社団法人 高知県ＵＩターンサポートセンターの主催により、「高知暮らしフェア 2025夏」が東京と
大阪で開催され、大阪会場(6月28日)には和田社会貢献委員長、東京会場(6月29日)には檜垣情報提供委員長が
派遣されました。
　両会場ともに高知に興味を持ち移住を検討している若者やシニア世代と幅広く相談があり、ハトマークサイト
や空き家バンクなどを適宜紹介したり、周辺環境は現地を自身の目で確認することの重要性などをアドバイス
しました。

夏季休暇お知らせ
8月12日(火)から8月15日（金）
は夏季休暇とさせていただきます

宅建協会・保証協会事務局の業務はお休みと
なりますので、ご了承下さい。

令和7年度 宅建試験
令和７年１０月１９日（日）

＜参考＞
一般財団法人
不動産適正取引推進機構ホームページ
https://www.retio.or.jp

「高知暮らしフェア2025 夏」を開催


